
平成２７年４月２８日 

日本学術会議  高レベル放射性廃棄物の 

処分に関するフォローアップ検討委員会 

 

(提言)「高レベル放射性廃棄物の処分に関する政策提言 

－国民的合意形成に向けた暫定保管」 

 

１ 作成の背景 

日本学術会議は、2010年９月７日、原子力委員会委員長から「高レベル放射性廃棄物の処

分の取組における国民に対する説明や情報提供のあり方についての提言のとりまとめ」とい

う審議依頼を受け、課題別委員会「高レベル放射性廃棄物の処分に関する検討委員会」を設

置した。委員会では、原点に立ち返った審議を行い、2012年９月11日に原子力委員会委員

長に回答を行った。 

 回答で提示した提言を政府等が政策等に反映しやすくするために、より一層の具体化を図

ることが重要であるとの認識から、2013年５月に「高レベル放射性廃棄物の処分に関するフ

ォローアップ検討委員会」を設置し、回答のより具体的な方策について技術と社会という総

合的視点から検討を重ねた結果、以下の12の提言を取りまとめた。 

 

２ 提言の内容 

(1) 暫定保管の方法と期間 

提言１ 暫定保管の方法については、ガラス固化体の場合も使用済燃料の場合も、安全

性・経済性の両面から考えて、乾式（空冷）で、密封・遮蔽機能を持つキャスク（容器）

あるいはボールト（ピット）貯蔵技術による地上保管が望ましい。 

提言２ 暫定保管の期間は原則50年とし、最初の30年までを目途に最終処分のための合

意形成と適地選定、さらに立地候補地選定を行い、その後20年以内を目途に処分場の建設

を行う。なお、天変地異など不測の事態が生じた場合は延長もあり得る。 

 

(2) 事業者の発生責任と地域間負担の公平性 

提言３ 高レベル放射性廃棄物の保管と処分については、発電に伴いそれを発生させた

事業者の発生責任が問われるべきである。また、国民は、本意か不本意かにかかわらず原

子力発電の受益者となっていたことを自覚し、暫定保管施設や最終処分場の選定と建設

に関する公論形成への積極的な参加が求められる。 

提言４ 暫定保管施設は原子力発電所を保有する電力会社の配電圏域内の少なくとも１

か所に、電力会社の自己責任において立地選定及び建設を行うことが望ましい。また、負

担の公平性の観点から、この施設は原子力発電所立地点以外での建設が望ましい。 

提言５ 暫定保管や最終処分の立地候補地の選定及び施設の建設と管理に当たっては、

立地候補地域及びそれが含まれる圏域（集落、市区町村や都道府県など多様な近隣自治体）

の意向を十分に反映すべきである。 



(3) 将来世代への責任ある行動 

提言６ 原子力発電による高レベル放射性廃棄物の産出という不可逆的な行為を選択し

た現世代の将来世代に対する世代責任を真摯に反省し、暫定保管についての安全性の確

保は言うまでもなく、その期間について不必要に引き延ばすことは避けるべきである。 

提言７ 原子力発電所の再稼働問題に対する判断は、安全性の確保と地元の了解だけで

なく、新たに発生する高レベル放射性廃棄物の保管容量の確保及び暫定保管に関する計

画の作成を条件とすべきである。暫定保管に関する計画をあいまいにしたままの再稼働

は、将来世代に対する無責任を意味する。 

 

(4) 最終処分へ向けた立地候補地とリスク評価 

提言８ 最終処分のための適地について、現状の地質学的知見を詳細に吟味して全国く

まなくリスト化すべきである。その上で、立地候補地を選定するには、国からの申し入れ

を前提とした方法だけではなく、該当する地域が位置している自治体の自発的な受入れ

を尊重すべきである。この適地のリスト化は、「科学技術的問題検討専門調査委員会（仮

称）」が担う。 

提言９ 暫定保管期間中になすべき重要課題は、地層処分のリスク評価とリスク低減策

を検討することである。地層処分の安全性に関して、原子力発電に対して異なる見解を持

つ多様な専門家によって、十分な議論がなされることが必要である。これらの課題の取り

まとめも「科学技術的問題検討専門調査委員会」が担う。 

 

(5) 合意形成に向けた組織体制 

提言 10 高レベル放射性廃棄物問題を社会的合意の下に解決するために、国民の意見を

反映した政策形成を担う「高レベル放射性廃棄物問題総合政策委員会（仮称）」を設置す

べきである。この委員会は、「核のごみ問題国民会議（仮称）」及び「科学技術的問題検討

専門調査委員会」を統括する。本委員会は様々な立場の利害関係者に開かれた形で委員を

選出する必要があるが、その中核メンバーは原子力事業の推進に利害関係を持たない者

とする。 

提言 11 福島第一原子力発電所の激甚な事故とその後の処理過程において、国民は科学

者集団、電力会社及び政府に対する不信感を募らせ、原子力発電関係者に対する国民の信

頼は大きく損なわれた。高レベル放射性廃棄物処分問題ではこの信頼の回復が特に重要

である。損なわれた信頼関係を回復するために、市民参加に重きを置いた「核のごみ問題

国民会議」を設置すべきである。 

提言12 暫定保管及び地層処分の施設と管理の安全性に関する科学技術的問題の調査研

究を徹底して行う諮問機関として「科学技術的問題検討専門調査委員会」を設置すべきで

ある。この委員会の設置に当たっては、自律性・第三者性・公正中立性を確保し社会的信

頼を得られるよう、専門家の利害関係状況の確認、公募推薦制、公的支援の原則を採用す

る。 


